
市 議 会 だ よ り 第２３２号（7） 2018年（平成30年）５月12日

【主な視察内容】
　静岡市では、平成24年に制定した議会基本条
例に基づき、市民も傍聴可能な正副議長候補者
の所信表明、議会事務局から議員への法的視点
からの情報提供等の他、議員発議条例案の策定
につき議会全体としてのフローを構築している。
甲府市は、新庁舎建設の際に議場の座席配置を

対面式として傍聴者から議員の顔が見えるよう
にした他、議会として大規模災害発生時の対応
要領を策定している。長野市は、議会報告会の
実施や手話通訳・要点筆記サービス等市民に開
かれた議会運営を行う一方、議会基本条例及び
議会の一層の活性化に向けた検証を進めている。

【日　程】
　平成29年12月19日～21日
【視察地】
　静岡市、甲府市、長野市
【視察項目】
　静岡市
　　議会基本条例に基づく取り組み
　甲府市・長野市
　　議会改革（議会活性化）の取り組み
　　新庁舎における議場設備

静　岡　市

営運議 会

視の 察会員委

中
村
よ
し
お
議
員
（
公
明
党
）

　

市
の
公
契
約
に
お
け
る
労
働

条
件
の
改
善
に
つ
い
て
は
、
平

成
26
年
度
か
ら
全
国
的
に
も
先

進
的
な
取
り
組
み
と
し
て
建
設

工
事
に
つ
き
労
働
条
件
審
査
が

試
行
的
に
開
始
さ
れ
た
。
そ
の

後
の
取
り
組
み
状
況
を
問
う
。

答　

市
は
29
年
度
か
ら
、
建

設
業
下
請
業
者
の
労
働
賃
金
の

水
準
及
び
支
払
状
況
の
確
認
と
、

下
請
の
賃
金
確
認
と
業
務
委
託
で
も
運
用

公契約の労働条件審査

建
設
工
事
に
加
え
業
務
委
託
で

も
社
労
士
に
よ
る
労
働
条
件
審

査
を
実
施
し
て
い
る
。
下
請
業

者
の
賃
金
確
認
は
、
設
計
金
額

３
千
万
円
超
の
低
入
札
案
件
で
、

支
払
賃
金
が
設
計
労
務
単
価
の

一
定
割
合
を
下
回
ら
な
い
こ
と

を
確
認
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で

３
件
を
実
施
、
是
正
対
象
は
な

い
。
ま
た
、
労
働
条
件
審
査
は

こ
れ
ま
で
11
件
実
施
し
た
。

建
設
工
事
で
試
行 

そ
の
後
の
取
り
組
み
は

浅
野
さ
ち
議
員
（
公
明
党
）

　

市
は
平
成
25
年
４
月
か
ら

胃
が
ん
リ
ス
ク
検
診
を
県
内
で

初
め
て
導
入
し
た
。
本
検
診
は
、

40
歳
か
ら
75
歳
ま
で
の
５
歳
刻

み
の
者
を
対
象
に
、
血
液
検
査

で
ピ
ロ
リ
菌
の
有
無
や
胃
の
萎

縮
等
を
判
定
す
る
も
の
で
、
30

年
３
月
に
１
ク
ー
ル
５
年
が
終

了
す
る
。
受
診
状
況
と
今
後
の

取
り
組
み
を
問
う
。

受
診
率
20
％ 

30
年
度
か
ら
内
視
鏡
検
査
も

胃がんリスク検診

答　
胃
が
ん
リ
ス
ク
検
診
の
受

診
率
は
毎
年
約
20
％
と
、
導
入

前
に
お
け
る
24
年
度
の
Ｘ
線

検
査
の
受
診
率
で
あ
る
約
７
％

を
大
き
く
上
回
っ
て
お
り
、
胃

が
ん
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療

に
つ
な
げ
て
い
る
。
本
市
で
は
、

こ
れ
ら
の
検
診
に
加
え
、
国
の

指
針
に
沿
っ
て
、
30
年
度
か
ら

50
歳
以
上
を
対
象
に
内
視
鏡
検

査
も
実
施
す
る
予
定
で
あ
る
。

開
始
か
ら
５
年 

今
後
の
取
り
組
み
は

荒
木
詩
郎
議
員
（
創
生
市
川
第
３
）

　

中
核
市
制
度
は
、
平
成
７
年

に
創
設
さ
れ
、
そ
の
後
の
地
方

分
権
の
推
進
に
伴
う
事
務
や
権

限
の
委
譲
の
流
れ
を
受
け
て
段

階
的
に
要
件
の
緩
和
等
が
行
わ

れ
て
き
て
い
る
。
本
市
も
中
核

市
に
移
行
す
べ
き
と
考
え
る
が
、

市
の
今
後
の
取
り
組
み
を
問
う
。

答　
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化

が
進
む
中
、
国
で
は
大
都
市
制

今
後
ど
の
よ
う
に
取
り
組
む
の
か

重
要
な
政
策
判
断 

新
市
長
に
制
度
を
説
明

中核市への移行

度
の
改
革
や
地
方
分
権
改
革
が

進
め
ら
れ
て
お
り
、
中
核
市
に

移
行
す
る
自
治
体
が
増
え
て
い

る
。
中
核
市
へ
の
移
行
は
権
限

委
譲
に
よ
る
行
政
の
効
率
化
の

反
面
、
専
門
職
員
の
確
保
を
要

し
財
政
的
な
負
担
増
に
も
な
る
。

し
た
が
っ
て
重
要
な
政
策
的
判

断
を
要
す
る
こ
と
か
ら
、
新
市

長
就
任
後
速
や
か
に
本
制
度
の

経
緯
、
経
過
等
を
説
明
し
た
い
。

大
場　
諭
議
員
（
公
明
党
）

　

今
後
、
高
齢
化
率
の
急
激
な

上
昇
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
介

護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
持
続
さ
せ

る
た
め
の
対
策
が
必
要
で
あ
る
。

団
塊
世
代
が
全
て
75
歳
以
上
と

な
る
２
０
２
５
年
に
向
け
、
市

は
制
度
持
続
の
た
め
ど
の
よ
う

な
対
策
を
考
え
て
い
る
か
。

答　
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、

今
後
も
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を

介
護
保
険
制
度
の
持
続
に
向
け
た
施
策
は

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
強
化
進
め
る

高齢化社会への対応

持
続
的
に
提
供
で
き
る
よ
う
、

高
齢
者
の
自
立
支
援
や
介
護
予

防
等
に
向
け
た
「
地
域
包
括
ケ

ア
シ
ス
テ
ム
」
を
さ
ら
に
強
化

す
る
こ
と
が
自
治
体
に
求
め
ら

れ
て
い
る
。
そ
こ
で
本
市
で
は
、

体
操
教
室
の
開
催
や
在
宅
医
療
・

介
護
連
携
に
関
す
る
相
談
支
援

等
、
様
々
な
施
策
を
計
画
に
盛

り
込
み
、
着
実
に
実
行
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
る
。

久
保
川
隆
志
議
員
（
公
明
党
）

　

本
市
で
は
、
若
者
の
未
婚
化

等
の
解
消
に
向
け
、
婚
活
支
援

イ
ベ
ン
ト
を
平
成
28
年
度
か
ら

複
数
回
実
施
し
て
お
り
、
今
後

更
な
る
充
実
化
を
図
る
べ
き
と

考
え
る
。
そ
こ
で
、
本
市
に
お

け
る
現
在
の
取
り
組
み
状
況
と

今
後
の
方
針
に
つ
い
て
問
う
。

答　
29
年
度
は
、
約
30
名
が
参

加
す
る
小
規
模
な
イ
ベ
ン
ト
を

現
在
の
取
り
組
み
状
況
と
今
後
の
方
針
は

参
加
希
望
者
の
増
に
応
え
内
容
検
討
す
る

婚活支援イベント

６
回
、
約
１
７
０
名
が
参
加
す

る
大
規
模
な
イ
ベ
ン
ト
を
１
回

開
催
し
た
が
、
イ
ベ
ン
ト
へ
の

参
加
希
望
者
は
増
加
傾
向
に
あ

る
。
そ
こ
で
、
で
き
る
だ
け
参

加
希
望
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
事

業
内
容
を
再
度
検
討
す
る
と
共

に
、
イ
ベ
ン
ト
の
会
場
と
な
る

飲
食
店
が
参
加
し
や
す
い
条
件

に
つ
い
て
も
検
討
し
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
る
。

婚 活
か
つ
ま
た
竜
大
議
員
（
民
進
・
連
合
・
社
民
）

　

子
ど
も
の
遊
び
場
の
確
保
に

関
し
て
、
地
域
住
民
か
ら
相
談

を
受
け
る
こ
と
が
し
ば
し
ば
あ

る
。
そ
こ
で
、
学
校
教
員
の
労

働
時
間
の
問
題
等
も
あ
る
と
は

思
う
が
、
子
ど
も
が
自
由
に
遊

べ
る
場
と
し
て
学
校
の
校
庭
を

開
放
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
市

は
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。

答　
安
全
確
保
及
び
施
設
管
理

自
由
開
放
は
困
難
だ
が
条
件
付
き
は
可
能

子どもの遊び場確保

と
い
っ
た
観
点
か
ら
、
現
在
及

び
今
後
に
お
い
て
、
放
課
後
や

休
日
に
校
庭
を
子
ど
も
に
対
し

自
由
開
放
す
る
こ
と
は
困
難
で

あ
る
。
一
方
で
、
子
ど
も
の
居

場
所
づ
く
り
事
業
で
あ
る
「
ビ
ー

イ
ン
グ
」
や
、「
学
校
施
設
開
放

団
体
」
に
登
録
後
、
保
護
者
が

同
伴
す
る
な
ど
、
一
定
の
条
件

を
満
た
し
た
上
で
の
校
庭
の
利

用
は
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

学
校
の
校
庭
を
自
由
開
放
で
き
な
い
か

こ ど も

秋
本
の
り
子
議
員
（
無
所
属
の
会
）

　

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
の
人
へ
の
差
別
の

解
消
及
び
周
囲
の
理
解
・
関
心

を
高
め
る
た
め
、
渋
谷
区
等
に

お
い
て
、
同
性
パ
ー
ト
ナ
ー
に

対
し
証
明
書
を
発
行
す
る
制
度

が
あ
る
。
そ
こ
で
、
本
市
に
お

い
て
も
導
入
す
べ
き
と
考
え
る

が
、
市
は
ど
う
考
え
て
い
る
か
。

答　
Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
の
当
事
者
に
対

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
で
は
、

同
性
婚
等
、
全
国
ど
こ
で
も
パ
ー

ト
ナ
ー
関
係
が
認
め
ら
れ
る
制

度
が
望
ま
れ
て
い
る
。
市
と
し

て
は
、
同
性
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
証
明
書
の
発
行
は
国
や
社
会

の
動
向
を
注
視
す
る
こ
と
と
し
、

Ｌ
Ｇ
Ｂ
Ｔ
へ
の
理
解
不
足
に
よ

る
差
別
や
偏
見
等
を
な
く
す
よ

う
、
機
関
紙
の
発
行
や
講
座
開

催
等
、
啓
発
活
動
に
取
り
組
ん

で
い
き
た
い
。

金
子
貞
作
議
員
（
日
本
共
産
党
）

　

本
市
に
お
い
て
、
生
活
保
護

受
給
者
数
の
管
内
人
口
に
占
め

る
割
合
で
あ
る
保
護
率
の
現
状

は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
。
ま
た
、

生
活
保
護
制
度
の
周
知
に
つ
い

て
、
市
は
ど
の
よ
う
な
取
り
組

み
を
行
っ
て
い
る
か
。

答　
本
市
の
保
護
率
は
、
平
成

29
年
12
月
末
現
在
で
15
・
67
‰

（
パ
ー
ミ
ル
＝
千
分
の
一
）
で

あ
る
。
生
活
保
護
制
度
の
周
知

と
し
て
は
、
市
公
式
Ｗ
ｅ
ｂ
サ

イ
ト
で
「
生
活
に
困
っ
て
い
る

と
き
」
を
キ
ー
ワ
ー
ド
に
制
度

の
内
容
を
案
内
し
て
い
る
が
、

今
後
、「
生
活
保
護
」
の
カ
テ
ゴ

リ
ー
の
設
置
や
、
制
度
の
概
要

を
ま
と
め
た
「
保
護
の
し
お
り
」

を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
能
と
す
る

等
、
よ
り
分
か
り
や
す
く
す
る

た
め
の
見
直
し
を
考
え
て
い
る
。

同性パートナーシップ証明書 生活保護
本市での取り組み 市の考えは 制度の周知についての取り組みは
まずＬＧＢＴの理解促進に取り組む Ｗｅｂサイトの見直しを考えている

行 政 保 健 ・ 福 祉


